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当社は、当社の関連当事者である新日本石油株式会社（現ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社）との契約内容を確認

したところ、一部取引において関連当事者との取引及び関係会社との取引として認識すべき事項があったことが判明し

たため、平成21年６月29日に提出した第65期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）有価証券報告書の記載

事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の２第１項に基づき、有価証券報告書の訂正報告

書を提出するものであります。  

  

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

（1）連結財務諸表 

注記事項 

 関連当事者情報 

  

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

２ 財務諸表等 

（1）財務諸表 

注記事項 

 貸借対照表関係 

  

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

２ 財務諸表等 

（2）主な資産及び負債の内容 

ａ 資産の部 

ハ 売掛金 

１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２【訂正事項】



  

 訂正箇所は＿＿＿線で示しております。 

  

第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

１【連結財務諸表等】  

（1）【連結財務諸表】 

【注記事項】 

【関連当事者情報】 

（訂正前）  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

（注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、債権債務の残高には消費税等を含めて記載 

しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 商品の仕入及び給油所の賃借料は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しておりま

す。 

  なお、取引に対して担保を提供しております。 

② 商品納入代行料の決定は、基本条件にその年度の条件を勘案して、双方交渉により決定しております。 

③ 仕入割引は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しております。 

④ 土地等の賃貸料は、近隣の相場を勘案して、決定しております。 

３【訂正箇所】

属性 会社名 住所 資本金 
(千円) 

事業の 
内容 

議決権等
の被所有
割合(％) 

関係内容

取引内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

（千円）
役員
の兼
任等 

事業
上の
関係 

その他の

関係会社 

新日本石

油株式会

社 

東京都 

港区 
 139,437,385

石油製品

の製造及

び販売 

直接 

15.7

転籍 

１名

石油

製品

の仕

入先 

営業取引       

商品の仕入  58,475,951
買掛金 3,161,647

給油所の賃借  417,891

商品納入代行  309,107 売掛金 35,020

土地等の賃貸  26,810 前受金 5,693

営業取引以外の

取引 
      

仕入割引  105,969  －  －



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （追加情報） 

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用し

ております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

  

関連当事者との取引  

１ 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等    

（注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、債権債務の残高には消費税等を含めて記載 

しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 商品の仕入及びSSの賃借料は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しております。 

② 買掛金については、建物、土地及び投資有価証券並びに関係会社株式1,354,655千円を担保に供しておりま

す。 

③ 商品納入代行料の決定は、基本条件にその年度の条件を勘案して、双方交渉により決定しております。 

④ 仕入割引は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しております。 

⑤ 土地等の賃貸料は、近隣の相場を勘案して、決定しております。 

  

２ 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引は重要性の判断基準に照らし、取引金額及び債権

債務の残高が開示基準に満たないため、記載を省略しております。  

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 

(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
(％) 

関連当事者
との関係 取引内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

（千円）

その他の

関係会社 

新日本石

油株式会

社 

東京都 

港区 
 139,437,385

石油製品の

製造及び販

売 

(所有) 

直接 

16.9

石油製品の

仕入 

転籍 １名 

営業取引       

商品の仕入  53,463,405

買掛金 240,843
SSの賃借  407,043

商品納入代行

他 
 256,361 売掛金 20,901

土地等の賃貸  23,647 前受金 2,087

営業取引以外の

取引 
      

仕入割引  93,255  －  －



（訂正後）  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

（注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、債権債務の残高には消費税等を含めて記載 

しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 商品の仕入及び給油所の賃借料は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しておりま

す。 

  なお、取引に対して担保を提供しております。 

② 商品納入代行料の決定は、基本条件にその年度の条件を勘案して、双方交渉により決定しております。 

③ 仕入割引は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しております。 

④ 土地等の賃貸料は、近隣の相場を勘案して、決定しております。 

⑤ 債権回収代行及び債権譲渡は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しております。 

  なお、取引金額は年間回収総額を記載しております。  

属性 会社名 住所 資本金 
(千円) 

事業の 
内容 

議決権等
の被所有
割合(％) 

関係内容

取引内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

（千円）
役員
の兼
任等 

事業
上の
関係 

その他の

関係会社 

新日本石

油株式会

社 

東京都 

港区 
 139,437,385

石油製品

の製造及

び販売 

直接 

15.7

転籍 

１名

石油

製品

の仕

入先 

営業取引       

商品の仕入  58,475,951
買掛金 3,161,647

給油所の賃借  417,891

商品納入代行  309,107 売掛金 35,020

カード支払時

の債権回収代

行及び債権譲

渡 

9,734,369 売掛金 857,305

土地等の賃貸  26,810 前受金 5,693

営業取引以外の

取引 
      

仕入割引  105,969  －  －



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （追加情報） 

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用し

ております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

関連当事者との取引  

１ 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等    

（注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、債権債務の残高には消費税等を含めて記載 

しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 商品の仕入及びSSの賃借料は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しております。 

② 買掛金については、建物、土地及び投資有価証券並びに関係会社株式1,354,655千円を担保に供しておりま

す。 

③ 商品納入代行料の決定は、基本条件にその年度の条件を勘案して、双方交渉により決定しております。 

④ 仕入割引は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しております。 

⑤ 土地等の賃貸料は、近隣の相場を勘案して、決定しております。 

⑥ 債権回収代行及び債権譲渡は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しております。 

  なお、取引金額は年間回収総額を記載しております。  

２ 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引は重要性の判断基準に照らし、取引金額及び債権

債務の残高が開示基準に満たないため、記載を省略しております。  

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 

(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
(％) 

関連当事者
との関係 取引内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

（千円）

その他の

関係会社 

新日本石

油株式会

社 

東京都 

港区 
 139,437,385

石油製品の

製造及び販

売 

(所有) 

直接 

16.9

石油製品の

仕入 

転籍 １名 

営業取引       

商品の仕入  53,463,405

買掛金 240,843
SSの賃借  407,043

商品納入代行

他 
 256,361 売掛金 20,901

カード支払時

の債権回収代

行及び債権譲

渡 

10,015,915 売掛金 693,869

土地等の賃貸  23,647 前受金 2,087

営業取引以外の

取引 
      

仕入割引  93,255  －  －



２【財務諸表等】  

（1）【財務諸表】 

【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

（訂正前） 

  

（訂正後） 

  

前事業年度 
平成20年３月31日 

当事業年度 
平成21年３月31日 

（中略） （中略） 

※２ 関係会社に対する資産・負債 

 区分掲記したもの以外で、各科目に含まれているも

のは次のとおりであります。 

※２ 関係会社に対する資産・負債 

 区分掲記したもの以外で、各科目に含まれているも

のは次のとおりであります。 

受取手形及び売掛金 429,125千円 

買掛金 3,167,717千円 

受取手形及び売掛金 347,555千円 

買掛金 247,226千円 

（後略） （後略） 

前事業年度 
平成20年３月31日 

当事業年度 
平成21年３月31日 

（中略） （中略） 

※２ 関係会社に対する資産・負債 

 区分掲記したもの以外で、各科目に含まれているも

のは次のとおりであります。 

※２ 関係会社に対する資産・負債 

 区分掲記したもの以外で、各科目に含まれているも

のは次のとおりであります。 

受取手形及び売掛金 1,286,430千円 

買掛金 3,167,717千円 

受取手形及び売掛金 1,041,425千円 

買掛金 247,226千円 

（後略） （後略） 



（2）【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

ハ 売掛金 

（訂正前）  

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 上記金額には消費税等が含まれております。 

（訂正後）  

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 上記金額には消費税等が含まれております。  

相手先 金額（千円） 

株式会社クボタ  290,785

中部電力生活協同組合  187,375

東電生活協同組合  152,874

中京日新株式会社  133,849

昭和油槽船株式会社  132,941

その他  4,566,792

合計  5,464,619

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

 365

 9,877,429  62,583,402  66,996,212  5,464,619  92.5  44.7

相手先 金額（千円） 

新日本石油株式会社 714,771 

株式会社クボタ  290,785

中部電力生活協同組合  187,375

東電生活協同組合  152,874

中京日新株式会社  133,849

その他 3,984,963 

合計  5,464,619

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

 365

 9,877,429  62,583,402  66,996,212  5,464,619  92.5  44.7


